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平成１８年度街区まるごとＣＯ220%削減事業公募要領 

平成１８年９月 

環境省地球環境局地球温暖化対策課 

 

環境省では、平成１８年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間団

体）により、街区まるごとＣＯ220%削減事業を行うこととしています。 

事業の概要、対象事業、応募方法及びその他留意していただきたい点は、こ

の公募要領に記載するとおりですので、応募される方は、公募要領を熟読いた

だくようお願いいたします。 

ご応募いただいた事業が採択された場合には、｢二酸化炭素排出抑制対策事業

費等補助金（民間団体）交付要綱｣（以下､交付要綱という。）及び「二酸化炭

素排出抑制対策事業費等補助金（民間団体）実施要領」（以下、実施要領とい

う。）に従って手続き等を行っていただくことになります。 

 

 なお、環境省としては、平成 19 年度においても、予算の許す範囲内で、本

事業に係る新規の事業公募を行いたいと考えておりますので、事業計画が未成

熟等の理由により今回は応募できないが次回公募があれば応募を検討したい事

業についても、その旨明記の上、是非ご提案下さい。 
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公募要領目次（街区まるごとＣＯ220%削減事業） 

 

１． 対象事業の概要及び目的 

２． 補助対象となる事業について 

３． 応募の方法について 

４． 補助対象事業の報告等について 

 

○共通的な留意事項について 

１． 基本的な事項について 

２． 補助金の交付について 

３． 補助金の経理等について 

 

○補助事業における利益等排除について 
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街区まるごとＣＯ220%削減事業の募集について 

 

１．対象事業の概要及び目的 

京都議定書目標達成計画において定められた民生部門のエネルギー起源二酸

化炭素の削減の目標の目安は、2010年に現状よりおよそ20%削減しなければ

ならないとするものです。 

家庭部門及び業務部門については、世帯数及び延べ床面積が増大する傾向に

あることから、「点」である個別の住宅や建築物に係る対策に加え、「面」の対

策を取り入れていくことが必要です。「面」の対策とは、例えば、エリア内の建

物の間で、エネルギー融通を行ったり、未利用エネルギーを活用したりするこ

となどを通じて、従来の個別の対策では到達できない、より効率的な仕組みを

導入するものです。 

本事業は、新たな宅地開発や都市再開発、コンバージョンなどが行われる面

的な広がりをもった一定のエリアにおいて、面的な省ＣＯ2対策を導入し、エリ

ア内の建物におけるＣＯ2排出量を効率的に削減する事業を行い、脱温暖化社会

に向けた面的開発の新たなモデルの構築を行うものです。 

 

２．補助対象となる事業について 

(1) 事業の対象者 

街区等一定の面的な広がりを持った一の区域において、省ＣＯ2性に優れた

住宅群又は業務用建築物群を建設する民間団体等、若しくは既設の業務用建

築物に省ＣＯ2機器等の導入を行う民間団体等 

   

(2) 補助事業の内容 

 街区等の区域全体の住宅・建築物におけるエネルギー起源二酸化炭素の排出

量を削減するために、省ＣＯ2性に優れた設備等の導入を行う場合に、以下を

要件として、その費用の一部を補助します。 

① 対象となる街区において、個別の住宅・住戸、建築物における
対策のみならず、複数の住宅・住戸等による再生可能エネルギ

ー供給設備の共同利用、複数の住宅等の間でのエネルギーの融

通など、面的な省ＣＯ2対策を講じること。 

② 当該設備等の導入により、街区全体のＣＯ2 排出量を標準的な

街区におけるＣＯ2排出量に比べて 20%以上削減できること。

標準的な街区におけるＣＯ2 排出量とは、当該街区内で予定し

ている事業と同程度の規模（計画戸数・計画床面積）の住宅・

建築物において、当該省ＣＯ2 設備等を採用せず、かつ、次世

代省エネルギー基準（注）相当を前提とした標準的な設計で計

画した場合に、街区全体で予想されるエネルギー消費に伴い排

出されるＣＯ2排出量とします。 

 

（注）次世代省エネルギー基準とは、住宅に関しては、「住宅に係るエ

ネルギー使用の合理化に関する建築主等及び特定建築物の所有者
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の判断の基準（平成18年経済産業省・国土交通省告示第3号）、

住宅以外の建築物に関しては、「建築物に係るエネルギーの使用の

合理化に関する建築主の判断の基準」（平成15年経済産業省・国

土交通省第１号）を指す。 

 

③ 事業において整備される住宅又は建築物が、次世代省エネルギ
ー基準相当の仕様であること。床面積 2,000 ㎡以上の住宅を

含む建築物については、着工に際して「エネルギーの使用の合

理化に関する法律」に基づき所管行政庁に提出した省エネルギ

ー措置に係る届出書の写しを提出すること。さらに、住宅につ

いては、竣工後に「住宅の品質確保の促進等に関する法律」に

基づく「建設住宅性能評価書」の提出等により次世代省エネル

ギー基準相当の性能を有することを客観的に示すこと。 

④ 事業の規模が、戸建住宅のみで構成される街区等の場合、概ね
100戸程度またはそれ以上、集合住宅や業務用建築物のみで構

成される街区等の場合、住棟・建築物数棟又はそれ以上である

こと。 

⑤ 対象区域全体の設備等の導入が、原則として平成2１年3月末
までに完了する見込みであること。設備等の導入が平成19年

度以降に亘って行われる場合には、本年度の補助対象は、本年

度に導入が完了する設備等となり、次年度に導入する設備等の

導入に係る補助については、次年度に、前年度の事業実施状況、

執行可能な予算額等を踏まえて審査の上改めて決定します。 

⑥ 平成２０年９月末までに、街区の全部又は一部の住宅・建築物
の利用が開始されると見込まれており、利用開始から平成２１

年３月末までの期間（１年程度以上であることが望ましい）、

それら利用が開始された住宅・建築物において、利用段階での

ＣＯ2 排出削減量の算定・評価を行うことができると見込まれ

ること。 

⑦ 本事業に係るＣＯ2 削減効果については、計画段階から実施段

階にかけて、第三者による評価を行うこととしていることから、

その評価に必要な情報の提供等について、住宅の購入者や建築

物の使用者等に対する周知を含め、適切な協力を行うこと。ま

た、街区の利用開始後（対策導入後）のＣＯ2削減効果の算定・

評価に必要なエネルギー消費量の計測・算定方法が適切に立案

されていること（注）。 

 

（注）利用開始後（対策導入後）のＣＯ2 削減効果の算定・評価等は、

本公募に基づく補助事業の採択後に、採択された事業において立

案されたエネルギー消費量の計測・算定方法を踏まえて、環境省

二酸化炭素排出抑制対策事業等委託費により、別途実施者を選定

して行うこととなります。 
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⑧ 本事業において導入した設備等を住宅等の購入者等の最終所
有者に譲渡する場合は、当該設備等が補助金の交付を受けてい

ること等を証明できる書類等を提示すること。 

 

 

(3)補助対象経費 

①対象経費 

対象区域でエネルギー起源二酸化炭素の排出量を削減するための設備等

（注）の導入事業を行うために必要な費用と、当該設備等を採用せず、次世代

省エネルギー基準相当を前提とした一般的な設備等の導入事業を行う場合に

必要な費用との差額並びにその他必要な経費で環境大臣が承認した経費とし

ます。ここで「必要な費用」とは、本工事費、付帯工事費、機械器具費、調査

費、初期調整費及び事務費とします。 

 

（注）補助対象の設備等は、対象区域で面的な省ＣＯ2 対策を講じるための設備及び個

別の住宅・住戸・建築物において導入される省ＣＯ2 設備等。ただし、面的な対

策を含まない、個別の住宅等における省ＣＯ2 設備等の導入のみの事業は補助対

象になりません。 

 また、住宅・住戸用の給湯設備については、ＣＯ2 冷媒ヒートポンプ方式（エ

ネルギー消費効率（ＣＯＰ）３．０以上）、潜熱回収方式（熱効率０．９以上）、

又はガスエンジン方式（総合エネルギー効率０．８５以上）若しくはこれらと同

等以上にＣＯ2排出原単位の低い方式の給湯器を補助対象とします。 

 

当該差額を算定するに当たって比較対象となる同種の一般的な設備等につ

いては、事業を行う地域における新築の住宅又は建築物等に一般的に導入され

ている設備等とし、断熱材、ガラス、サッシ、ドア等については、事業を行う

地域において、次世代省エネルギー基準に相当する住宅又は建築物を整備する

場合に一般的に導入されている設備等とします。事業の応募に当たっては、同

種の一般製品について、それが「事業を行う地域における新築の住宅又は建築

物等に一般的に導入されている製品」である旨の説明を付して提示してくださ

い。環境省においてその説明が適正かどうかを判断します。 

 

②交付額 

対象経費の１／２を限度とします。 

ただし、住宅・住戸用の給湯設備を導入する場合にあっては、一戸の給湯設

備に対する交付額の上限を新築については５万円、既築については８万円とし

ます。 

 

 

(４) 募集件数 

 予算(平成１８年度約3.5 億円)の範囲内で、応募内容を勘案して採択を行いま

す。 
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３．応募の方法等について 

(1)応募方法について 

 事業の応募に必要な書類を、郵送により、公募期間内に環境省地球温暖化対

策課へ提出して下さい。書類は、封筒に入れ、宛名面に「街区まるごとCO220%

削減事業応募書類」と赤字で明記して下さい。 

 

 ①公募期間 

   平成１８年９月１１日（月）～平成１８年９月２５日（月） 

応募受付は、上記公募期間中、平成１８年９月２５日消印有効とします。 

 

 ②応募に必要な書類及び提出部数 

 [1] 申込書・事業実施計画書【別添１】 

 [2] 街区のＣＯ2削減率の算定方法・算定根拠（様式自由）（注１） 

 [3] 事業により整備予定の住宅又は建築物が次世代省エネルギー基準相

当であるとする根拠（様式自由）（注２） 

 [4] 街区の利用開始後（対策導入後）のＣＯ2削減効果の算定・評価に必

要なエネルギー消費量の計測・算定の方法（様式自由）（注３） 

 [5] 経費内訳【別添２】 

  ※設備等の導入が平成 19 年度以降に亘って行われる見込みである場

合には、19年度以降の各年度の経費内訳も同じ様式で作成 

 これらの書類を二部ずつ提出してください。 

 

【別添１】街区まるごとCO220%削減事業申込書・実施計画書 

Word(.doc)形式   

【別添２】街区まるごとCO220%削減事業に要する経費内訳 

     Word(.doc)形式   

 

（注１）事業実施計画書の＜事業の効果・有望性＞欄には、ＣＯ2削減効果及びその算

定根拠を簡潔にまとめ、詳細について[2]の書類で示すこと。 

 街区のＣＯ2 削減率の算定に当たって、比較対象となる標準的な街区におけ

るＣＯ2 排出量については、事業を行う地域における標準的なエネルギー使用

量（世帯当たり、床面積当たり等）や、新築の住宅又は建築物等に一般的に導

入されている設備等とその効率等を適宜設定するなどして計算を行い、それら

計算に用いた数値等を算定根拠に含めて示すこと。 

 

（注２）住宅については「住宅の品質確保の促進等に関する法律」に基づく住宅型式

性能認定書等の認定書を取得している場合は、その写しを提出することで可。

住宅に関してそうした認定書を取得していない場合や住宅以外の建築物の場

合には、次世代省エネルギー基準又は「住宅に係るエネルギーの使用の合理化

に関する設計、施工及び維持保全の指針」(平成 18 年国土交通省告示第 378

号)に示される個別の基準値や仕様等との比較により示すことも可。 

 

（注３）住宅・住戸又は建築物に通常設置される電気・ガス等の検針メーター等以外
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に、エネルギー使用量等を計測する装置等を設置しようとする場合には、装置

の数、設置箇所、設置工事の時期等を明記すること。 

 

③提出先 

  環境省地球環境局地球温暖化対策課 

  〒100-8975 東京都千代田区霞が関1-2-2 

        合同庁舎５号館 

        電話：03-5521-8339（直通） 

 

 ④提出方法 

原則として、簡易書留等により郵送して下さい。 

 

(２)採択の可否等について 

 ①補助事業の決定 

  提出された応募書類をもとに、環境省において、以下の事項等に留意しつ

つ審査を行い、予算の範囲内において補助事業を選定（内示）します。なお、

補助事業者の選定（内示）結果については、文書により応募者に通知します。 

  ア 応募の内容が、本公募要領に示す要件を満たしていること。 

  イ 事業効果(街区全体のＣＯ2削減効果)が高いこと 

  ウ 事業計画の妥当性が高いこと。 

・ 事業が年次計画等に沿って無理なく実施されると見込まれること

等 

  エ 面的省ＣＯ2対策としてのモデル性が高いこと。 

  オ その他緑化や通風確保等、街区の温熱環境の改善に配慮していること 

   

 ②補助事業交付申請について 

  選定（内示）された事業者は、選定（内示）の通知後に、環境省の示すと

ころにより補助事業交付申請の手続きを行っていただきます。 

  

 ③交付決定 

  申請書に基づき、事業実施の交付決定を行いますので、交付決定日以降に

当該事業を開始し、平成１９年３月３０日までに当該年度の対象設備等の導

入を行って下さい。 

 

４．補助対象事業の報告等について 

  各年次の事業報告等については、別途指示するところにより報告書を作成

し提出して下さい。 
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○共通的な留意事項等について 

 

１．基本的な事項について 

 本補助金の交付については、石油及びエネルギー需給構造高度化対策特別会

計の予算の範囲内で交付するものとし、「補助金等に係る予算の執行の適正化

に関する法律」の規定によるほか、この補助金の交付要綱に定めるところによ

ることとします。 

 

２．補助金の交付について 

(1)交付申請 

 公募により選定された補助事業者には補助金の交付申請書を提出していただ

きます（申請手続等は交付要綱を参照願います。）。その際、補助金の対象と

なる費用は、当該年度に行われる事業で、かつ当該年度中に支払いが完了する

ものとなります。 

 

(2)交付決定 

 環境省は、提出された交付申請書の内容について以下の事項等に留意しつつ

審査を行い、補助金の交付が適当と認められたものについて交付の決定を行い

ます。 

・申請に係る補助事業の全体計画（資金調達計画、工事計画等）が整っ

ており、準備が確実に行われていること。 

・補助対象経費には、国からの他の補助金（負担金、利子補給並びに補

助金に係る予算の執行の適正化に関する法律第２条第４項第１号に掲げ

る給付金及び同項第２号に掲げる資金を含む。）の対象経費を含まない

こと。 

 

(3)事業の開始 

 補助事業者は環境省からの交付決定を受けた後に、事業開始することが原則

となります（ただし、工期等の諸事情により早期開始が必要なものについては

ご相談下さい。）。 

 補助事業者が他の事業者等と委託等の契約を締結するにあたり注意していた

だきたい主な点（原則）を以下に記します。 

・新規応募事業の場合、契約・発注日は環境省の交付決定日以降である

こと。 

・補助事業の遂行上著しく困難又は不適当である場合を除き、競争原理

が働くような手続きによって相手先を決定すること。 

・当該年度に行われた委託等に対して当該年度中（出納整理期を含む。）

に対価の支払い及び精算が行われること。 

 

３．補助金の経理等について 

(1)補助金の経理等について 
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 補助事業の経費については、帳簿及びその他証拠書類を備え他の経理と明確

に区分して経理し、常にその収支状況を明らかにしておく必要があります。 

 これらの帳簿及び証拠書類は、補助事業の完了の日の属する年度の終了後５

年間、いつでも閲覧に供せるよう保存しておく必要があります。 

 

(2)実績報告及び書類審査等 

 当該年度の補助事業が完了した場合は、事業終了後３０日以内あるいは翌年

度４月１０日のいずれか早い日までに実績報告書を環境省宛て提出していただ

きます。 

 環境省は事業者から実績報告書が提出されたときは、書類審査及び必要に応

じて現地検査等を行い、事業の成果が交付決定の内容に適合すると認めたとき

は、交付すべき補助金の額を決定し、補助事業者に確定通知をします。 

 なお、自社調達及び１００％同一資本に属するグループ企業からの調達によ

ってなされた設計、工事、物品購入等については、原価計算により利益相当分

を排除した額（製造原価）を補助対象経費の実績額といたします。また関係会

社からの調達分についても原則原価計算等により、利益相当分を排除した額（製

造原価と販売費及び一般管理費の合計）を補助対象経費の実績額とします【「補

助事業における利益等排除について」参照】。 

 

(3)補助金の支払い 

 補助事業者は、環境省から確定通知を受けた後、精算払い請求書を提出して

いただきます。その後環境省から補助金を支払います。ただし､必要と認められ

る場合には上記の方法によらないで、交付決定した補助金の一部について補助

事業の期間中に概算払いをすることができます。 

 

(4)取得財産の管理について 

 補助事業の実施により取得した財産（取得財産等）については取得財産管理

台帳を整備し、その管理状況を明らかにしておくとともに、財産を処分（補助

金の交付の目的（補助金交付申請書及び実施計画書に記載された補助事業の目

的及び内容）に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供する

ことをいう）しようとするときは、あらかじめ環境省の承認を受ける必要があ

ります。なお、補助事業により整備された施設、機械、器具、備品その他の財

産には、環境省補助事業である旨を明示しなければなりません。 

 

(5)交付決定の取消し等 

 補助事業者が、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30

年 8月 27日法律第179号）や交付要綱に基づく環境大臣の処分又は指示に

違反した等の場合、同法及び交付要綱に基づき、交付決定の取り消しが行われ

る可能性があります。その場合は、交付した補助金の全部又は一部を返還して

いただくこととなります。 

 

(６)その他 

 上記の他、必要な事項は交付要綱に定めますので、これを参照してください。 
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○補助事業における利益等排除について 

 

 補助事業において、補助対象経費の中に補助事業者の自社製品の調達又は関

係会社からの調達分（工事を含む。）がある場合、補助対象事業の実績額の中

に補助事業者の利益等相当分が含まれることは、調達先の選定方法如何に関わ

らず、補助金交付の目的上ふさわしくないと考えられます。 

 そこで補助事業においても今後の検査業務等に資することを目的として、下

記のとおり利益等排除方法を定めます。 

記 

１．利益等排除の対象となる調達先 

 補助事業者（間接補助事業者を含む。以下同じ。）が以下の（１）～（３）

の関係にある会社から調達を受ける場合（他の会社を経由した場合、いわゆる

下請会社の場合も含む。）は、利益等排除の対象とします。 

 利益等排除の対象範囲には、財務諸表等規則第８条で定義されている親会社、

子会社、関連会社及び関係会社を用います。 

（１）補助事業者自身 

（２）１００％同一の資本に属するグループ企業 

（３）補助事業者の関係会社（上記（２）を除く） 

２．利益等排除の方法 

（１）補助事業者の自社調達の場合 

 原価をもって補助対象額とします。この場合の原価とは、当該調達品の製造

原価をいいます。 

（２）１００％同一の資本に属するグループ企業からの調達の場合 

 取引価格が当該調達品の製造原価以内であると証明できる場合は、取引価格

をもって補助対象額とします。これによりがたい場合は、調達先の直近年度の

決算報告（単独の損益計算書）における売上高に対する売上総利益の割合（以

下「売上総利益率」といい、売上総利益率がマイナスの場合は０とします。）

をもって取引価格から利益相当額の排除を行います。 
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（３）補助事業者の関係会社（上記（２）を除く。）からの調達の場合 

 取引価格が製造原価と当該調達品に対する経費等の販売費及び一般管理費と

の合計以内であると証明できる場合、取引価格をもって補助対象額とします。

これによりがたい場合は、調達先の直近年度の決算報告（単独の損益計算書）

における売上高に対する営業利益の割合（以下「営業利益率」といい、営業利

益率がマイナスの場合は０とします。）をもって取引価格から利益相当額の排

除を行います。 

注）「製造原価」及び「販売費及び一般管理費」については、それが当該調達

品に対する経費であることを証明して頂きます。また、その根拠となる資料を

提出して頂きます。 

 

 

 

 


